
短中期の技術選択肢と長期の技術選択肢の中から、同じようなプロジzクト/開発が必要な組合せをグループ
分けする。
その中から一つを代表シナリオとして選定する0
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政策変更コストとサイクルコスト比較の対象項目
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政策変EコスβtずイクノルコスムIt寂
の対象要Eの沼運JdYごつtlで

政策変更コストとサイクルコスト比較の定義 仁ヨ

〉政策変更コストの対象

I( 0再処理政策から、直接処分政策に変更した場合に、新たに発生する費用

0未回収費用
〆現時点で未回収の費用(再処理の残存簿価等)
J政策変更した場合でも、将来投資が必要な再処理関連費用(再処理のテ、コ

ミ費用等)

〉サイクルコスト比較(直接処分に上乗せし、再処理と比較)の対象

O再処理政策から、直接処分政策に変更した場合に、新たに発生する費用の
うち、
〆当初から直接処分政策を選択していた場合にも必要な費用を除いたもの
〆既に費用化済の費用を除いたもの



例1:海外で再処理したHLWの貯蔵費用(既貯蔵分)[ヨ

最初から直接処分
(①) 

現行政策維持

(②) 

直接処分に変更
(③) 
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-現行政策維持でも、直接処分に変更しても必要
-最初から直接処分を選択していた場合との比較では、必要な費用

例2:海外で再処理したHLWの貯蔵費用(将来発生分)[2]

最初から直接処分
・(①)

現行政策維持

(②) 

直接処分に変更
(③) 
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-直接処分に変更した場合は県外で代替施設が必要
-最初から直接処分を選択していた場合との比較では、必要な費用
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日例3:六ヶ所に貯蔵中の使用済燃料の輸送費用
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最初から直接処分;jl(| SF I > j: 
(①) ;~"ø 

直 日、 直司j
7可ーヲλ ， 、

ι:品lJ|円:
|発電所|! iMヶ所T
」一一~ il再処理

iL王宝J~. 、 I 

:占;744齢日目!¥jij
'...... :l .~"， ' 

:>._._._-'嘩IL--fi晶、-Fj

現行政策維持
(②) 

直接処分に変更
(③) 

-②で不必要、③で必要
岡①、③でも必要

-②で不必要、③で必要
.①と③の比較では追加

-②でも③でも必要
.①と③の比較では追加
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減原子力に伴う発生費用等に

ついて

2012年2月日

原子力政策の経緯

• 2011年3月11目、東日本大震災、福島第一原子力発電所の事故

・2011年7月29日エネルギー環境会議中間報告。

・2011年9月新原子力大綱策定会議の審議再開。

・12月21日第5回会議にて、エネルギ一計画策定にあたっては、可能な限り減原

子力を目指す等を盛り込んだ基本方針を決定。

・2012年1月6目、新らたな安全規制のポイントを公表。高経年化炉対策として

f40年運転制限制」を導入。
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減原子力に伴う費用増及びその他の損失

-圏内53基の原子力発電所を停止する場合には、それに伴う代替電源確保のた
めの費用が発生し、その費用は何らかの形で国民に転嫁されることになる。

-減原子力に代わるエネルギーミックスの組み合わせにより、発電に伴いC02発
生量の増加が考えられる。

-原子力発電に代わる火力発電の追加導入に伴い、化石燃料の輸入が必要とな
り、国富の流出が考えられる。

-減原子力により、原子力分野における人材育成や、圏内メーカーにおける技術
力維持が困難となると考えられる。 仁)

-減原子力により、国際展開は限定的になると考えられる。

2 

1 .原子力発電所停止に係るコスト
ー一一一一ーーーー一一一一ー一一一ー一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一ー四四慣盤朝関世泊目飽"型-指令3常冒す胃曾将布市宮竺室三"""""議留諮話翠窓議訟源蔵健気認霊"'"蕊日

-原子力発電所の停止に伴い、代替電源確保が必要
〉現在、基本問題委員会にて、エネルギーミック
の選択肢について議論中。
〉 代替電源は、 LNG火力としてコスト評価を実

施。これは、コスト影響を可能な限り抑えるため、
コスト等検証委員会の試算で安価なものを選択。
また、火力の発電原価には、 C02対策費用を考
慮しているが、国際公約遵守の考えから、 C02発
生量を可能な限り抑えるため、石炭火力ではなく、
LNG火力とした。
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1 .原子力発電所停止に係るコスト

0発電経費の比較 (2012~2030年の19年間累計)
現状維持;43.6兆円

;漉原子力:48.7兆円

差分 5. 1兆円

約O.3兆円/年

0発電原価
約1円/k Wh (2012年度価格)上昇

平均発電原価 (2012~2030年) (円/kWh) 

割引率0% 割引率1% 割引率3%

現状維持 8.4 8.0 7.6 

減原子力 9.4 9.1 8.7 

差分 1.0 1.1 1.1 
」一一一

割引率5%

7.6 

8.6 

1.1 

(各項目で四捨五入しているため、合計は一致しない)

(参考)コスト試算の考え方

(共通)

"設備利用率;70%

-評価期間 ;2012~2030年度

・原子力、火力のコスト!こは、コスト等検証委員会と同様に、社会費用(事故

コスト、政策経費、 C02対策費用)を考慮。 e

-新設電源は、コスト等検証委員会のモデルプラントの緒元で試算。

-既設原子力発電所は、各社至近5年の有価証券報告書をもとに、試算。な

お、共通費として、一般管理費を考慮。財務費用は、コスト等検証委員会

と同様、考慮せず。

(現状維持)

・原子力発電所の運転年数を60年。代替電源は、原子力。

(減原子力)

制原子力発電所の運転年数を40年。代替電源は、 LNG火力。
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